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202４年春季要求回答交渉報告
またも「内示の前倒しは困難」の回答
実現できないのは単にやる気の問題では
東庁舎エレベーター全機に車いす用ミラー設置！みなさんも身のまわりの気づきを組合に！

自治労県職労は4月24日、2024年春季要求の回答交渉を行いました。

＜組合の主な主張＞
【過重労働の撲滅について】
・上限時間超の時間外勤務が発生した場合、特例か否かの判断について自治労県職労と協議を行うこと。
・常態的な時間外勤務職場には、時間外勤務時間を換算して割り出された人数を増配置すること。

・時間外勤務時間の上限規制の趣旨を徹底すること。
【内部管理業務の抜本的改革について】
・議会対応や議員からの質問等について、「働き方改革」の観点からルール化するよう調整を行うこと。
【人員について】
・常態的な超勤職場には、適正な人員配置を行うこと。
・欠員は正規職員をもって早急に解消するとともに、その間は、臨時的任用職員等により確実に欠員補充を行うこと。また欠員解消の解決策を協議すること。
・保健福祉事務所については大幅に人員増を行い、機能強化を図ること。
【いわゆる「猫の手システム」について】
・応援を申請した職員の出身所属において、新たに
時間外勤務が発生しないかなどの検証を行うこと。

【災害時の備えについて】
・大規模災害発生時にも、安全及び健康を確保しながら円滑な業務遂行を図るため、労使協定の締結に向けて、早急に協議に入ること。
【人事制度について】
・愛知県で導入している「極めたい分野挑戦制度」のような、専門的な知識や経験が必要とされる専門職的な事務職員の人材育成方針を確立すること。
・人事異動の内示の時期を早め、業務引継ぎに十分な期間を確保すること。全体の内示時期の前倒しに時間を要する場合は、障害を持つ職員について先行して内示時期を早めること。
【行政システム改革等について】

・福祉施設の地方独立行政法人化については、職員の雇用問題であり、自治労県職労との事前協議と合意がない限り行わないこと。
【人材育成の確立について】

・いわゆる「スーパーバイザー」の仕組みを導入し、一般事務も含め職場における業務の指導・教育の仕組みを確立すること。

【環境の整備について】
・東庁舎について、障害のある職員が通行できるよう通路幅を確保し、エレベーターの開時間の延長、障害車用駐車場から外に出ずに入る動線を確保するなど、当事者目線で施設を改善すること。
・公務員へのカスハラが多発していることから、職員を守るための対策を速やかに講じること。
【次世代育成支援】
・男性育休取得促進に向けて、所属長等からの制度説明など、取得しやすい環境の整備を図ること。

・育児休業手当金の支給が早期になされるよう地方職員共済組合側と調整すること。
【再任用制度について】
・再任用職員の賃金制度について、定年延長者との均衡を図ること。特に一時金の均衡を図ること。
【会計年度任用職員等の処遇改善について】
・同一労働同一賃金」の観点から、臨時的任用職員、会計年度任用職員の賃金・労働条件等について、常勤職員との均等・均衡を図ること。
【ノーマライゼーションの推進】

・今後の障害者雇用のあり方について、障害当事者や障害者団体を含めて検討を行うこと。

＜労務担当局長回答＞
・保健福祉事務所の人員配置について、2023年度4月1日付で経験者採用を含め18名の保健師を採用したほか、2024年度採用予定であった経験者採用2名を前倒しで採用した。2025年度は16名程度の採用を予定している。引き続き必要な人員の確保を行い、負担軽減に努めていきたい。

・専門職の採用は計画的に行っていく。2024年度は土木職と電気職の資格を見直し受験の機会を増やした。選考の実施に当たっては周知を徹底し、引き続き人材確保に努めたい。

・いわゆる猫の手システムについて、応援に出すことで所属業務に支障が生じる場合は了解しないこともできる旨を明示している。

・災害時の勤務条件については、規模や種類で対応が異なるため、すべて事前に決めておくことは難しいが、災害対応で職員の勤務条件に関わることが生じる場合には、組合としっかり話し合っていきたい。
・議会関係業務については、答弁調整の電子化や資料の効率化等の見直しを行ってきているが、引き続き必要な見直しを検討する。

・長時間労働の是正について、数値目標として①超勤月80時間以上職員ゼロ、②テレワーク希望者の取得率50％以上、③全所属のオフィス改善、④業務改善を感じる職員70％以上を設定している。今後も組合と十分な意見交換をしながら取り組んでいく。
・時間外上限時間が適用されない「特例」は厳格に適用されるべきとの認識は労使とも同じである。長時間労働の是正や特例の考え方に関しては、昨年度も任命権者の話し合いの場で議論してきたところであり、引き続き意見交換しながら進めていきたい。
・時間外実績を基に職員配置することについて、働き方改革に取り組んでもなお時間外勤務が多くなっている所属については、その状況を参考に職員配置を行っている。また、各局の裁量で会計年度任用職員の枠配分も措置している。

・福祉施設における地方独立行政法人化について、2026年4月に新たな独立行政法人を設立した上で、中井やまゆり園を同法人の運営に移行する調整が行われていると承知している。

・人材育成については組織的な取組みを行う。とりわけ研修については指定研修、選択研修ともに拡充を図っている。

・専門人材の育成については、専門的職務指導員制度を実施しているほか、2021年度からは副主幹や主査がマネジメントを行う立場を明確にするために、次席や班長などの呼称を採用しており、こうした取り組みを通じて知識や経験の継承を図っていく。

・内示の早期化については、退職者の整理や採用辞退への対応のほか、新採用職員や役職定年や再任用職員の配置調整等多くの状況を考慮しなければならず、大幅な前倒しは困難。多くの職員が事務引継に課題を抱えている現状を踏まえ、2024年度から内示日翌日から異動後おおむね一週間を引継重点期間とし、円滑化を図ることとした。

・東庁舎の執務室の通路幅については、書類の個人所有を削減することでスペースをつくるとともに、フリーアドレスとして空席となる座席を活用するなどして、執務空間の確保に努めている。

・東庁舎駐車場から庁舎内に入る動線の確保について、壁の構造物を取り除くと建築基準法上の問題があるため、スロープの設置は困難。雨天時の車いす利用者については委託警備員が対応する。

・東庁舎エレベーターにおける車いす用ミラーの設置については要望を受けて、4台中未設置だった3台にも新たに設置した。また、エレベーターの開閉時間が短いという意見についても状況を確認し、現在は改善している。
・庁舎の建替えについて、平塚合庁については2027年度に着工、2030年度に供用開始予定。厚木合庁及び厚木南合庁は市が建設の複合施設に、2027年度に入庁予定。高相合庁は2027年度に、川崎県税は2025年度に供用開始予定。

・冷暖房の稼働時間については本庁舎、出先機関とも昨今の異常気象を踏まえ、弾力的な運用を行っている。

・カスハラ対策について、県民からの理不尽な苦情への対処方法の手引を作成したほか、クレーム対応の研修を実施している。職員が迷惑行為を受けた場合には、管理職を含め組織的に対応していく。

・男性の育児休業取得促進の制度説明については、管理監督者は職員と共同して取得支援計画書を作成することとしている。また、男性育休の2週間以上の取得目標を85％としたことに合わせて、サポートに関わった職員の適切な評価を行うこととした。

・育休代替職員を迅速に配置できるよう、各局に任期付き職員を配置（知事部局20名、教育局2名）した。今後も仕事と生活の両立を着実に進めていく。

・育児休業手当金の支給は法令に基づく手続きを要するため、発令時期に関わらず翌々月の支給となっている。今後も意見を踏まえ早期支給について地共済に検討するよう伝えたところ。

・定年引上げに係る運用上の課題が生じた際には、引き続き県労連の場で話し合っていきたい。

・ノーマライゼーションについて、障害のある職員を対象の相談窓口を設置しグループウエアに掲載した。今年度は「障がい者活躍推進計画」の改定年度で、当事者の意見も聞きながら作業を進めていく。

・職員の障害への理解を深めるため、2023年度から新たに研修を設けた。

